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資料：人口動態調査

１．都市居住を取り巻く近年の状況　ー全国的な動きー

○人口減少社会を迎え、開発型から修復型の都市づくりへの転換が進んでいる

85

90

95

100

105

110

平成12年

（2000）

17年

（2005）

22年

（2010）

27年

（2015）

32年

（2020）

37年

（2025）

42年

（2030）

全国

大阪圏

東京圏

＜全国の人口のピーク（中位推計）＞
平成18（2006）年／1億2,774万人

【人口の将来推計】

資料：都道府県別将来推計人口（平成14年３月推計）
【全国の宅地供給量の推移】

資料：国土交通白書

•出生数が減少する一方で、死亡数が増加しているため、平成１７年
　の自然増加数(出生数から死亡数を減じたもの）は、現在の形式で
　統計をとり始めた明治３２年以降（統計の取られていないＳ１９～２１

　年は除く）初めてマイナスとなっており、人口減少社会を迎えている。

•人口の将来推計によると、今後、全国的には人口減少がさらに進行
　するとされている。

•経済の高度成長と世帯分離の進んだ昭和４０年代をピークに、それ
　以降全国の宅地供給量は減少傾向が続くなど、開発型からストック

　重視の修復型の都市づくりへ移行しつつある。
公的供給：ＵＲ都市機構、地方公共団体等による供給（これらの機関による土地区画整理事業含む）。

民間供給：民間宅地開発事業者等による供給（組合等の土地区画整理事業含む）。

Ｍ．Ｇ（ミディアムグロス）：住宅の敷地面積に細街路、プレイロット等を加えたもの。

18
（年）

出生数

死亡数
自然増加数
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○人口及び中枢機能の東京圏への一極集中が進み、また、都市間競争が激しくなっている

•東京都や横浜市など、東京圏の人口は右肩上がりの一方で、他の大都市圏の人口はほぼ横ばいまたは微増であり、東京圏の人口
　一極集中が進んでいる状況にある。

•東京都区部に約２１万の企業の本社（全国の約１４％）が所在しており、そのうち約１万８千社（全国の約２７％）が資本金５千万円以
　上であるなど、東京圏への経済の中枢機能の一極集中がみられる。

・地域ブランド戦略の推進

　　大阪ブランド情報局、横浜プロモーション推進事業、京都ブランド推進事業、仙台市シティセールス情報館など、官民様々な主体による地

　域ブランド戦略が展開されている。

・都市再生プロジェクトの推進

　　都市の魅力と国際競争力を高め、官民協働のもとで都市再生を実現するため、内閣に都市再生本部が平成１３年に設置され、これまで

　に「２１世紀の新しい都市創造」と「２０世紀の負の遺産の解消」に向けた様々な都市再生プロジェクトが推進されている。

地方中枢都市における先進的で個性ある都市づくり　　

国有地の戦略的な活用による都市拠点形成

北部九州圏におけるアジア産業交流拠点の形成

大阪圏における生活支援ロボット産業拠点の形成

大学と地域の連携協働による都市再生の推進

東京圏におけるゲノム科学の国際拠点形成

主な都市再生プロジェクト

【主な都市の人口推移】

資料：国勢調査

【主な都市の総企業数及び資本金５千万円以上の企業数】

資料：平成１６年事業所・企業統計調査

総企業数
（右目盛）

資本金５千万円以上の企業数
（左目盛）

東京都

横浜市

神戸市

大阪市

名古屋市

京都市福岡市

S40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 H1  3  5  7  9  11 13 15
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○少子高齢化の進行やワークスタイルの変化

資料：国勢調査

【人口構成の推移】

•少子高齢化が一層進行しており、１５～６４歳の生産年齢
　人口の割合が減少傾向にある。

•昭和４８年以降は出生数の低下が続いており、合計特殊
　出生率も１．２６と過去最低の値を示している。

•情報通信手段を活用して、自宅やサテライトオフィス等の
　通常勤務する場所以外で仕事を行うテレワーカーの割合

　が増加するなど、ワークスタイルの変化がみられる。

【出生数と合計特殊出生率※の推移】
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資料：人口動態調査

雇用型 自営型 合計
雇用者に占
める割合

自営業者に
占める割合

全体

週８時間
以上

506万人 168万人 674万人 9.20% 16.50% 10.40%

週８時間
未満

1,466万人 381万人 1,847万人 26.80% 37.50% 28.50%

合　　計 1,972万人 549万人 2,521万人 36.00% 54.00% 38.90%

週８時間
以上

311万人 97万人 408万人 5.70% 8.20% 6.10%

週８時間
未満

443万人 191万人 634万人 8.00% 16.00% 9.50%

合　　計 754万人 288万人 1,042万人 13.70% 24.20% 15.60%

平成
１４年

1. テレワーク人口 テレワーカー比率

平成
１７年

資料：テレワーク人口推計（実態調査）
【国土交通省都市・地域整備局】

【テレワーク人口とテレワーカー※比率の推移】

　テレワーカー：テレワークを行っている人、つまり、「情報通信手

段（ＩＴ）を活用して、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方を

する人」をさす。

　　　　　　合計特殊出生率：１人の女性が一生涯に平均何人の子どもを産む

のかを示した数値。一般に、現在の人口を将来にわたって維持す

るには２．０８前後の水準が必要とされる。

合計特殊出生率
（左目盛）

出生数
（右目盛）
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○ライフスタイルが多様化・個性化し、住まい方や住環境に対するニーズも多様化している

資料：平成１７年国民生活白書

【妻の年齢別雇用者世帯の共働き率の推移】

資料：国勢調査

【家族類型別構成比の推移】

•夫婦と子どもからなる核家族は減少傾向にあり、夫婦のみの世帯の割
　合が増えている。また、晩婚化や高齢化の進行等を背景として、単独　

　世帯の割合が増加傾向にある。

•共働き率についても、昭和５５年には３０％以下だったものが、平成１６
　年には約５０％と高い値を示している。特に、近年、ＤＩＮＫＳの増加等を

　背景として、妻の年齢が２５～３４歳の夫婦の共働き率が非常に高まっ

　ている。

•都市住民が農山漁村等に滞在する「二地域居住」の人口は将来大きく
　増加すると推測されるなど、住まい方や住環境に対するニーズの多様

　化がみられる。

資料：「二地域居住」に対する都市住民アンケート調査

【二地域居住人口（現状推計と将来イメージ）】

100万人

190万人

680万人

1,080万人
潜在二地域居住人口（弱志向ｸﾞﾙｰﾌﾟ）
〔制約が解決されれば行きたい〕

潜在二地域居住人口（強志向ｸﾞﾙｰﾌﾟ）
〔制約があるが行きたい〕

潜在二地域居住人口（実行予定ｸﾞﾙｰﾌﾟ）
〔まもなく始める予定〕

現状推移値

二地域居住人口
〔現状〕
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○環境に配慮した、安全・安心な住まい・まちづくりへの意識が高まっている

81.4

68.7

42.2

30.8

19.0

11.6

8.4

6.7

4.3

1.9

5.8

1.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

環境問題

食に関する問題

高齢者問題

消費者啓発・教育

経済活動

商品の安全性

保健衛生

物価問題

サービス内容・契約

表示・広告

その他

不明

（％）

（３つまで複数回答）

資料：平成１４年環境白書

【消費者団体の関心事項】

資料：平成１５年度国民生活選好度調査

84.4

71.0

78.5

74.3

40.5

7.9

16.6

10.7

12.1

40.9

6.7

11.1

12.6

17.4

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

防犯や防災にむけた対策

身のまわりの環境保全

高齢者への介護、福祉

少年の健全な育成

祭りなどのイベント

（％）

必要だと感じる 特に必要はないと感じる わからない 無回答

【地域の人が中心となって、取り組む必要があると思う分野】

•地域温暖化の防止や循環型社会の実現など、環境問題への対策　
　がますます重要となっており、消費者団体の関心事項としても、環　

　境問題が最も高い値を示している。

•身のまわりの環境保全についても、地域住民自らが中心となって取
　り組む必要があると考えている割合は非常に高い。

•全国的な大地震の多発や、南海・東南海地震の発生確率の高まり、
　犯罪件数全体の急増等を背景として、防犯や防災に向けた対策に

　ついても、地域住民が中心となって取り組む必要があるという意識

　が高まっている。

•自主防災組織率についても、上昇傾向にあり、平成１７年４月１日現
　在、全国平均で約６割となっている。

【自主防災組織率の推移】

資料：消防白書

自主防災組織の活動
　平常時：防災訓練の実施、防災知識の啓発、防災巡視等
　災害時：初期消火、住民等の避難誘導、負傷者等の救出・救護、情報の収集・伝達等

（年）
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○高度情報化社会の進展により、住まい･まちづくり分野での情報収集・発信機能が多様化している

【主な政令指定都市の住宅総合情報ホームページのアクセス件数の推移】

資料：大阪市調べ

（注）平成１８年度の値については、上半期のアクセス件数を倍したもの
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【引越しするに際しての住宅情報を調べる媒体】

資料：ＪＡＰＡＮ．ＩＮＴＥＲＮＥＴ．COM

•主な政令指定都市における住宅総合情報ホームページのアクセ
　ス件数は増加傾向にあり、行政による住宅・まちづくり情報の発　

　信媒体はインターネットに移行してきている。

•住宅情報を入手する際の媒体としても、インターネットが最も多く、
　次いで不動産店舗、折込広告となっている。一方で、広告情報を

　介さず人から聞くケースも比較的多い。

•なお、住宅情報としてインターネットが重視される理由としては、　
　物件情報の豊富さや情報の新鮮さ等によるものであると言える。

243

200

170

136

125

117
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物件情報の豊富さ

情報の新鮮さ

画像などの詳細な物件情報

問い合わせなどへの対応

検索などの操作性

物件が実際に存在すること

その他

資料：ＪＡＰＡＮ．ＩＮＴＥＲＮＥＴ．COM

【ネット上の不動産・賃貸情報で重視すること】
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【大阪市内の典型居住地】

○歴史的・文化的な雰囲気やまちなみなど、地域資源に恵まれた個性豊かな魅力ある居住地が数多く存在する

54.4%

41.9%

36.3%

26.3%

25.8%

20.0%

5.8%

5.4%

41.0%

45.6%

40.7%

38.5%

45.9%

41.4%

18.7%

18.0%

18.7%

18.3%

29.0%

24.0%

27.8%

52.3%

42.1%

55.0%

48.3%

22.5%

33.4%

22.1%

35.4%

2.7%

2.7% 12.7%

10.2%

3.4%

3.3%

5.4%

3.4%

9.6%

1.5%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

庶民的なまち

にぎわいや活気のあるまち

個性的なまち

豊かな水辺をもつまち

歴史や文化にあふれたまち

まとまりのないまち

緑豊かなまち

殺風景なまち

風格のあるまち

美しいまち

そう思う やや思う あまり思わない 思わない 無回答

【大阪の景観のイメージ】

資料：平成１７年度第３回市政モニター報告書「大阪市の都市景観と水の都大阪の再生について」

•大阪市内には、江戸時代に形成された旧集落や、郊外別邸地か
ら発展した閑静な戸建住宅地、長屋や町家の集積した地区など、

歴史的・文化的な雰囲気やまちなみに恵まれた地区が数多く存

在している。

•市民のもつ大阪の景観イメージとしても、「庶民的」「にぎわいや活気」
　といったものから、「個性的」「豊かな水辺」「歴史や文化」など、様々

　な評価がある。

　都市居住を取り巻く近年の状況　ー大阪市における現状ー　
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【大阪市内における街道・社寺の分布】

旧街道

神社

寺

1887年

1907年

1923年

1940年

1950年

1965年

1973年

【大阪市内の市街地形成の時期】

•大阪市は古くから市街地が形成されていることから、全市的に旧街道が発達しており、その沿道には昔ながらの町家や史跡等が　
　今も多く残っている。

•また、上町台地をはじめとして、神社や寺も非常に多く建立されており、お祭りや行事など、地域に根ざした活動が市内で広く行わ
　れている。

資料：大阪市市街地発展基本図 資料：　旧街道　「大阪市の旧街道と坂道」旧街道等調査委員会
　　　　　神社・寺　大阪市調べ
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○居住魅力に対する認識や情報の発信が不十分である

【住んでみたい街（関西圏）アンケート】

資料：大手民間不動産会社８社によるマンショントレンド調査

　（第1位=3P 第2位=2P 第3位=1P）

【居住経験・意欲度における各市の分布】

資料：ブランド総合研究所「地域ブランド調査２００６」

•関西圏で住んでみたい街としては、神戸や西宮、芦屋といった阪神間の地域が上位を占め、次いで京都や北摂エリアが挙げられ
　る一方で、大阪市内の地区は梅田と帝塚山が下位で挙げられるにとどまっている。

•大阪市の居住経験者は全国的にみても非常に多いものの、大阪市に住みたいという意欲がある方は非常に少なく、「住むまち」と
　しての魅力情報の発信が不十分であると言える。

1 芦屋 425 95 11.70% 兵庫県

2 西宮 247 41 5.10% 兵庫県

3 神戸 226 41 5.10% 兵庫県

4 夙川 177 28 3.50% 兵庫県

5 岡本 153 30 3.70% 兵庫県

6 京都 106 19 2.30% 京都府

7 宝塚 96 19 2.30% 兵庫県

8 茨木 93 20 2.50% 大阪府

9 豊中 79 12 1.50% 大阪府

9 千里中央 79 15 1.90% 大阪府

11 御影 76 12 1.50% 兵庫県

12 高槻 67 7 0.90% 大阪府

12 箕面 67 8 1.00% 大阪府

14 梅田 66 10 1.20% 大阪府

15 吹田 61 10 1.20% 大阪府

16 三宮 60 11 1.40% 兵庫県

17 苦楽園 59 12 1.50% 兵庫県

18 北千里 42 11 1.40% 大阪府

19 帝塚山 38 7 0.90% 大阪府

20 六甲 37 4 0.50% 兵庫県

該当府県1位選択率順位 地区 獲得ポイント 1位選択数
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○交通ネットワークや買い物環境の面で生活利便性が高く評価されている

【住環境の各要素に関する不満率】

資料：住宅需要実態調査（Ｈ１５）
資料：第５回大阪市人口移動要因調査（Ｈ1５）

【市内転入者の転居による満足度の変化】

•大阪市の住環境としては、「日常の買い物、医療・福祉・文化施　
　設等の利便」や「通勤・通学等の利便」といった要素に対する不　

　満率が全国や大阪府に比して低くなっている。

•また、市内転入者の転居による満足度の変化をみても、「買い物
　の便利さ」や「通勤・通学の便利さ」に対する値が上がっている。

•１ｋ㎡あたりの鉄道駅数は東京都区部よりも多く、実際に交通利　
　便性が非常に高いことを示している。

0.97
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資料：大阪市調べ（Ｈ１６）

【主な都市の１k㎡あたり鉄道駅数】
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○治安の悪さといった負のイメージにより、魅力的な居住地としての認知がされにくい

【住環境の各要素に関する不満率】

資料：住宅需要実態調査（Ｈ１５） 資料：第５回大阪市人口移動要因調査（Ｈ1５）

【市内転入者の転居による満足度の変化】

•大阪市の住環境としては、「騒音や大気汚染」、「自然とのふれあい」、「治安、犯罪発生の防止」、「まちの景観」といった要素に対
　する不満率が全国や大阪府に比して高くなっている。

•また、市内転入者の転居による満足度の変化をみても、自然環境や大気汚染、治安に対する値が下がっていることから、こうした
　負の要素が居住地としてのイメージを下げていると考えられる。
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○マンション建設等による都心部への人口回帰がみられる

資料：高層住宅協会（～H元）、CRI（H2～）

【民間分譲マンションの新規供給戸数の推移】 【年齢５歳階級別人口増減率の推移】

資料：国勢調査

•近年、地価の下落・安定や企業保有地の売却にくわえ、都
市居住の利便性が見直されており、都心部を中心として、

分譲マンションの供給が活発化している。

•こうした活発なマンション供給等を背景として、都心６区（北区、
　中央区、西区、福島区、浪速区、天王寺区）については、中堅

　層も含め、若年層から５０歳代前半までの幅広い年齢層で増　

　加している。

全体

都心６区

（年）
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○まちづくりに関わる人が増加しており、そのネットワーク化が図られつつある

【特定非営利活動（ＮＰＯ）法人数の推移（大阪市内）】

資料：大阪府および内閣府が認証した大阪市に主たる事務所を置くＮＰＯ法人数の累計件数

【まちづくり活動への参加意向】

資料：平成1８年度第１回市政モニター報告書「身近な地域のまちづくりについて」

資料：日本NPOセンター（平成１６年）

【主な都市におけるＮＰＯ法人数、１人あたりＮＰＯ法人数の比較】

•大阪市内におけるＮＰＯ法人数は増加傾向にあり、平成１７年現
在、まちづくりの推進を活動分野にしているものは約３２０団体で

ある。

•大阪市内のＮＰＯ法人数及び１人あたりの数は東京に次いで多く、
他の政令指定都市を上回っている。

•市民参加の活動意向についても、参加意向は非常に高く、こうし
たことからまちづくりに関わる人材が集積していると言える。

ＮＰＯ法人数（左目盛）

１人あたりＮＰＯ法人数の比較
（右目盛）
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　　　10.2%

無回答

　0.9%

そのときの状況

により参加したい

　　　75.6%

45

○ＨＯＰＥゾーン事業など、都市居住魅力の創造に関わる取り組みの経験がある

○都市型集合住宅開発設計競技(コンペ)
　　・桜之宮中野地区都市型集合住宅開発設計競技の開催（S61）
　　・古市中住宅再生プロジェクト設計競技の開催（H5）

○ハウジングデザイン賞の創設（S62～）

○都市居住の推進に向けた各種調査研究の実施（S61～）

○「まちに住まう―大阪都市住宅史」の刊行（S63）

○LIVE LOVE OSAKAキャンペーンの推進
　 ・「大阪都市住宅史展」の開催（H1）
　 ・住まい情報センターにおける居住地魅力情報の発信（H11～）
　 ・「モダン都市大阪－近代の中之島･船場」展の開催（H14）
　 ・「ディスカバリー天満･･･こんな天満みつけまし展」の開催（H17）
　 ・「大阪近代住宅ものがたり」展の開催（H17）
　 ・パネル展「大阪暮らしが楽しくなる我がまちのまちづくり」の開催（H18）

○都市居住フォーラムの開催
　 ・都市住宅フォーラム『OECD住宅分科会大阪会議』の開催（S60）
　 ・「都市居住シンポジウム」の開催（H4）
　 ・「９５’大阪ハウジングメッセ」の開催（H7）
　 ・「住むまち上町台地フォーラム」の開催（H17）
   ・「大阪都心居住シンポジウム」の開催（H18）

○都市型集合住宅アイデア･論文募集
 　・女性を対象とした「住まいの提案募集」の実施（H2）
 　・戦前長屋等建替モデル提案事業（H8）

○住まいの絵本の編集、刊行
　 ・住まいの絵本「なっちゃんのたんじょうび」の編集･刊行（S62）
　 ・「住まいの絵本展－世界のまちと暮らし－」の開催（H18）

○HOPEゾーンの指定
　 ・HOPEゾーン：平野郷地区（H8～）、住吉大社周辺地区（H8～）、空堀地区（H16～）
　 ・マイルドHOPEゾーン：上町台地地区（H17～）

【大阪市ＨＯＰＥ計画（Ｓ６１．３策定）を踏まえ、現在までに実施された取り組み】

・居住地魅力の向上と都市居住の活性化に向けた、ソフト面での多　

様な住宅施策の推進計画として、昭和６１年３月に、「大阪市ＨＯＰＥ

計画」を策定した。

•本計画における基本的方向としては、
　（１）都市居住者の多様なニーズに対応した良質な都市型集合住　

　　 宅の開発

　（２）地域性、歴史性の発展的継承と居住地の魅力づくり

　（３）都市居住の魅力に関する市民意識の高揚と都市住宅文化の

　　　 創造　　　

　を掲げている。

•この計画にもとづき、これまでＨＯＰＥゾーン事業の実施や、ハウジ
ングデザイン賞の創設、大阪都市住宅史の発行など、現在まで様々

な取り組みを展開してきている。
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・ＨＯＰＥゾーン事業の流れ

勉強会

まちなみ修景のイメージ図

・公共施設等の整備

・「まちなみｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」
　の策定

・まちづくり協議会の形成

　国土交通省住宅局の補助事業である「街なみ環境整備事業」を活

用し、魅力ある住宅地の形成に向け、地域住民と連携・協働しなが

ら、地域特性を活かした、住宅等の修景補助や公共施設の整備等

を行うことにより、地元の方々の地域への愛着を高めながら、良好

な民間住宅の建設を促進していく修復型・地域密着型の市街地整

備事業である。　

　現在、平野郷地区、住吉大社周辺地区、空堀地区の３地区で実施

している。

≪ 修景前 ≫ ≪ 修景後 ≫

・地域の魅力づくり活動の活性化

・建物の修景への補助

・ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ等を活用した
　協議会の設立準備

　地区内の住宅等の新築、増築、改修等や塀・門等の設
置に際して、歴史的・文化的な街なみに考慮した、「まちな
みガイドライン」に適合する工事に対して、補助を行う。

　国の補助事業を活用して、地元の活動拠点となるコミュ

ニティ広場や集会所等の整備を実施するとともに、関係各

局とも連携し、地区内の道路や公園等の公共施設を整備

する。

　①コミュニティ広場の整備

　②公園・緑地の整備

　③道路の美装化

　④電柱の一部地中化

　⑤集会所の整備

　⑥防火水槽の設置

・ＨＯＰＥゾーン事業の概要

勉強会等を通じて、修景補助
の基準となるまちなみｶﾞｲﾄﾞﾗｲ
ﾝを地元協議会が作成

（国1/3　市1/3　民間1/3）

直接施行：国1/2 市1/2

民間助成：国1/3 市1/3 民間1/3
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十三口※

ＪＲ平野駅

地下鉄平野駅

　平野区の北西部に位置する地区面積約８０ha、人口約１３，０００人の地区。平野郷地区は、平安時代に開かれ、戦国時代には自衛のた
め、まちを環濠と土居をもって囲み、町民会議でまちを運営する自治都市として栄えた都市であり、現在も環濠都市の面影を伝える豊富な

歴史資源等が残る地域である。

　この平野郷地区において、地域の方々によって設立された「まちづくり協議会」によるワークショップや勉強会を通じて、住宅や公共施設等

を対象に、地域にふさわしい修景整備を進めるための「まちなみガイドライン」を策定した。また、ガイドラインに沿った、建築物等の修景工事

費に対する補助を行う「まちなみ修景補助事業」を実施するとともに、道路の美装化やコミュニティ広場の整備等も進めている。

（まちなみガイドライン）

「まちなみガイドライン」の中で「平野らしさ」を具体的に表わすまちなみ・住まいづくりのテーマを、祭りの際に道路に面した深い軒先に吊るさ

れるちょうちんをイメージして、『祭りちょうちんが似合うまちなみ』とし、これに基づいて、新築や改修に際しての考え方や補助事業の基準を

まとめている。

≪ 修景前 ≫ ≪ 修景後 ≫

建物修景補助

ワークショップ方式の活用により、地域住

民との連携・協働のもとで、十三口跡に残

る地蔵前におけるコミュニティ広場の修景

計画を作成し、整備を実施。

○広場の整備方針
・地蔵盆ができる広場

・防災活動に役立つ広場（防火水槽の設置）

・みんなが集まり交流できる広場　等

コミュニティ広場の整備　

　平野郷地区（８０ｈａ・平成１１年度～）

※十三口：濠に設けられた１３ヶ所

の出入り口
年度 Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８※ 計

1件
（修景モデル）

修景件数 3件 5件 4件 37件7件 7件 4件 6件
※Ｈ１９年１月
現在の見込み

道路の美装化　
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≪ 修景前 ≫ ≪ 修景後 ≫

　住吉区の北西部に位置する地区面積３６ha、人口約５，０００人の地区。住吉大社周辺地区は、古くから海上と陸上の交通の要衝として開

け、旧街道を中心として、住吉大社をはじめとする社寺や地蔵堂、町家や土蔵が建ち並ぶ文化性の高いまちなみを育んできた地域である。

　この住吉大社周辺地区において、地域の方々によって平成１２年度に設立された「まちづくり協議会」によるワークショップや勉強会を通じ

て「まちなみガイドライン」を策定した。また、「まちなみ修景補助事業」を実施するとともに、公園やコミュニティ広場の整備も行っている。

（まちなみガイドライン）

「まちなみガイドライン」の中で「住吉大社周辺らしさ」を具体的に表わすまちなみ・住まいづくりのテーマを『住吉の歴史と人が育む　四季に

映えるまちなみ』とし、これに基づいて、新築や改修に際しての考え方や補助事業の基準をまとめている。特に、緑のしつらいの修景基準を

追加している。
建物修景補助

○広場の整備方針
・歴史資源の活用　・開かれた雰囲気作り

・身近な楽しみの場の形成

コミュニティ広場・集会所の整備

南
海
高
野
線　

住
吉
東
駅

上町線　神ノ木駅

住吉大社

阪
堺
線　
　
　
　
　

　

住
吉
鳥
居
前
駅

熊
野
街
道

住吉街道

　住吉大社周辺地区（３６ｈａ・平成１２年度～）

公園の整備
　

町家を改修し、地元のコミュ

ニティ活動の拠点となる集会

所の整備を実施

年度 Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８※ 計

修景件数 1件 2件 1件 0件 2件 7件1件
※Ｈ１９年１月
現在の見込み
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　中央区の南部に位置する地区面積約３６ha、人口約７，０００人の地区。空堀地区は、戦災を免れたことにより、都心部にありながら、古く

からの長屋や町家、坂道、石段・石畳等の情緒あるまちなみが残されている地域である。

　この空堀地区において、地域の方々によって平成１６年度に設立された「まちづくり協議会」によるワークショップ等を通じて、平成１７年度

に「まちなみガイドライン」を策定し、「まちなみ修景補助事業」を実施している。

（まちなみガイドライン）

　「ＨＯＰＥゾーン協議会」とともに、長屋や町家、坂道、石段、石畳等の地域の景観資源を生かした魅力的なまちなみづくりを進めようと、

『お地蔵さんが見守る　つながりを生かすまちなみ』を「空堀らしさ」を表すまちなみづくりのテーマとして定め、これに沿って、具体的な事業

計画の策定及び平成１７年度よりまちなみ修景補助を実施している。

長堀通り

上
町
筋

松
屋
町
筋

谷
町
筋

熊
野
街
道

空堀商店街

≪ 修景前 ≫ ≪ 修景後 ≫

建物修景補助　　

　空堀地区（３６ｈａ・平成１６年度～）

年度 Ｈ１７ Ｈ１８※ 計

5件修景件数 3件 2件

※Ｈ１９年１月
現在の見込み
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　都心部にありながら、歴史的資源や豊かな緑など、「住むまち」として高いポテンシャルを持つ上町台地（約900ha）を、都市居住促進のリー

ディングゾーンとして位置付け、魅力ある居住地づくりに取り組むＮＰＯ等の活動への支援やまちづくり活動のネットワーク化、魅力情報の

発信等を行うとともに、地域魅力を高めるポイントとなるエリアでの修景補助や公共施設整備等を行うことにより、地域特色を活かした居住

地整備を進めることを目的とする「マイルドＨＯＰＥゾーン事業」を平成１７年度より実施している。平成１７年１２月には、第一ステップとして

「住むまち・上町台地フォーラム２００５」を開催し、平成１８年６月には「上町台地マイルドＨＯＰＥゾーン協議会」を設立した。

市民や事業者等と共有できる
上町台地の「ブランド」イメージの確立

中堅層が住みたいと感じる
魅力ある居住地の形成

○協議会への助成
　（広報・情報発信、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの作成、ｲﾍﾞﾝﾄ等の開催）

○ＮＰＯ等が行うまちづくり事業への助成

○地域魅力を高めるﾎﾟｲﾝﾄとなるｴﾘｱでの修景補助
　公共施設の整備

○住まい情報センターと連携した情報発信

ポテンシャルを持った居住ゾーン
・文化性・歴史性・アメニティ　　　　　　　　　　
・NPO等の活動による地元のまちづくり活動の気運

空堀地区

大阪城公園

天王寺
公園

四
天
王
寺

夕
陽
丘
公
園

大川

J
R
大
阪
環
状
線

松
屋
町
筋

上町台地

難
波
宮

　マイルドＨＯＰＥゾーン事業（約９００ｈａ・平成１７年度～）
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　上町台地マイルドＨＯＰＥゾーン協議会　（平成１８年６月２８日設立）

　　　　　　「まちづくり提案事業助成」審査委員会の設置（協議会・大阪市）

役員構成

委員構成
（学識経験者等６名）

大阪市住宅局

まちづくり提案の
審査会

上町台地マイルドHOPEゾーン協議会

ミッション
●広報等、情報発信

●調査・研究・ハード面への取組検討

●イベント等の開催

●ＮＰＯ等が行うまちづくり事業へ

　の助成（まちづくり提案事業助成）

連携
・
協働

連携
・
協働

顧問：脇田　修
（大阪市歴史博物館館長）
アドバイザー：
　高口恭行
　（一心寺長老）
　高田光雄
　（京都大学大学院教授）
　橋爪紳也
　（大阪市立大学
　　　　都市研究プラザ教授）
　弘本由香里
　（大阪ガス㈱エネルギー・
　　　文化研究所客員研究員）

相談役
(地元市会議員４名)
(地元地域振興会代表２名)
(中央区長・天王寺区長)
　　

会長　：谷　　直樹　　　　　　　
　　　　(大阪市立大学大学院教授)

ＮＰＯ等(秋田光彦：上町台地から
　　　　　　　　　　　　　　　　 まちを考える会)
　　　　 (六波羅雅一：空堀商店街界隈長屋
　　　　　　　　　 　　　再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)

(岸本智嘉子：北大江まちづくり
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　実行委員会）
学識等(北川央：大阪城天守閣副主幹)　　
関西経済同友会(橋本哲実：日本政策投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　銀行）
地元企業(河内正志：近畿日本鉄道)
寺社(坂本峰徳：四天王寺総務部長)

連携・協働連携・協働

協議会活動費
助成

協議会活動費
助成

副会長：亀井　哲夫　　　　　　　
　　　　(追手門学院大手前学校長)

会員（ＮＰＯ・寺社・学校・経済団体等）34団体

　・上町台地からまちを考える会
　・NPO法人天王寺２１協議会
　・NPO法人まち・すまいづくり
　・空堀商店街界隈長屋再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　・北大江地区まちづくり実行委員会
　・西代官山クラブ
　・にぎわい堂
　・難波夢おこし会
　・てんのうじ観光ボランティアガイド協議会
　・直木三十五記念館
　・土佐堀研究会
　・なにわ人形芝居フェスティバル運営委員会
　・NPO法人関西クリエーターズネットワーク
　・NPO法人大阪ワッソ文化交流協会
　・大阪城甲冑隊
　・松屋町スタイル研究会
　・ダン計画研究所

　・玉造稲荷神社
　・高津宮
　・生國魂神社
　・銀山寺
　・一心寺
　・四天王寺
　・應典院寺町倶楽部
　・堀越神社
　・関西経済同友会
　・大阪商工会議所天王寺・阿倍野支部
　・大阪商工会議所中央支部
　・五条商店会
　・京阪電鉄
　・近畿日本鉄道
　・JR西日本
　・追手門学院大手前中・高等学校
　・高津高等学校

　申　　　請　申　　　請

決

定

決

定

プ
レ
ゼ
ン

プ
レ
ゼ
ン

　　助　　　成　　助　　　成

地域特性を活かした
　　　　　居住地整備の推進

地域魅力を高めるためポイント
となるエリアでの修景整備等

ＮＰＯ等が行う

まちづくり事業
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　これまで、ＨＯＰＥゾーン事業は、歴史・文化資源

に恵まれた平野郷地区や住吉大社周辺地区、空

堀地区で実施してきている。

　今後、ＨＯＰＥゾーン事業の全市的展開について

検討していくにあたり、都心部・周辺部のバランス、

地域資源・特色の種類の多様性等の視点から、市

内の特色ある居住地を例示として紹介する。

２．特色ある居住地の事例紹介　
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